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消防団員退職報償金事務の手続について 

令 和 ３ 年 ３ 月 ９ 日 

鳥取県町村総合事務組合 

１ 退職報償金事務フロー図 

退職報償金を組合がその構成団体の経由なしに直接、退職団員へ支給することを「直接支給」と

いいます。 
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①退職報償金振込指図書 

(14頁参照) 

②受給申告書(13頁参照) 

③受給申告書(13頁参照) 

④請求書(3、4頁参照) 

個人別調書(6頁参照) 

請求データ(住所・口座付き) 

受給申告書(13頁参照) 

退職報償金振込指図書(14頁参照)  

 

⑦支給決定通知書(市町宛) 

⑤請求書 

請求データ 

(住所・口座なし) 

 

⑥支給決定通知書 

【新システム】 

《入力項目》 

氏名 

住所 

勤務履歴 

直接支給選択欄 

口座情報 

 

《出力帳票》 

請求データ 

(住所・口座付き) 

受給申告書 

 

 

《個人情報保護》 

請求データ暗号化 

【新組合システム】 

《入力項目》 

氏名 

 

勤務履歴 

直接支給選択欄 

口座情報 

住所情報 

《出力帳票》 

請求データ 

(住所・口座付き) 

支給決定通知書 

源泉徴収票 

総合振込依頼書 

《個人情報保護》 

請求データ暗号化 

【実務システム】 

《入力項目》 

氏名 

 

勤務履歴 

 

 

 

《出力帳票》 

支給決定通知書 

⑧支給決定通知書、源泉徴収票 

(退職団員) 

① 退職団員は「退職報償金振込指図書（様式第１号）」（組合所定）(14頁参照)を町村に提出する。 

② 町村は「退職報償金振込指図書」に基づき請求システムに口座情報を登録し、請求データ作成時に出力される「退職

所得の受給に関する申告書」（受給申告書）(13頁参照)を退職団員に送付する。 

なお、退職される年の１月１日現在の住所が、現住所と違う場合には、請求システムに入力する欄がありませんので、

手書きなどで対応いただきたいと思います。 

③ 退職団員は、「受給申告書」(13頁参照)の内容を確認して誤りがなければ押印し、町村に返送する。 

④ 町村は、受給申告書(13 頁参照)の内容を確認し、「退職報償金支払請求書」（請求書）(3、4 頁参照)、個人別調書(6

頁参照)、退職報償金振込指図書及び請求データ（住所・口座情報付き）の作成を行い、組合に提出する。 

⑤ 組合は請求データを新組合システムに登録し、基金提出用の請求データ（住所・口座情報なし）の作成を行い、「請

求書」とともに提出する。（なお、組合での口座情報の登録・修正を行う場合もある。） 

⑥ 基金は、「退職報償金支払決定通知書」を組合に送付する。 

⑦ 組合は、退職報償金を退職団員に送金し、また、「退職報償金支給決定通知書」（支給決定通知書）及び「退職所得の

源泉徴収票」（源泉徴収票）を作成し退職団員に送付し、町村には「支給決定通知書」を送付する。 

⑦送金 
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「鳥取県町村総合事
務組合  管理者
宮脇正道」と入力し
てください。 

 請求団体所在地を
クリックし、住所等
を記入してくださ
い。「鳥取県鳥取市
東町1丁目271 

各市町村の行政コード 

２ 提出書類等について 

退職報償金の請求の際には、次の書類等を作成して組合まで提出してください。 

① ｢退職報償金支払請求書（別記様式第2号）｣（p.3～4参照）  

② ｢個人別調書（別記様式第 12号）｣（p.5～6参照） 

③ ｢退職所得の受給に関する申告書｣（p.12～13参照） 

④ ｢退職報償金口座振込指図書｣（p.14参照） 

※組合からの直接送金を希望しない場合は、組合にご連絡ください。 

⑤ CD－ROM又は電子メール 

   注１）①については、「鳥取県町村総合事務組合」用と「消防団員等公務災害補償等共済基金」

用それぞれ1部ずつ（合計 2部）を作成してください。 

注２）請求基礎階級にない階級の消防団員の退職、死亡による消防団員の退職、再入団や他市

町村への転出がある場合等は、上記以外の書類が必要となります。 

 

３ 退職報償金支払請求書の作成について 

「組合」用と「消防基金」用それぞれ1部ずつ（合計 2部）作成してください。 

 ＜請求システムの基本設定画面＞（メインメニュー『基本設定』→『消防団訂正』） 

 町村長又は団長 

「318086(総合事務
組合ｺｰﾄﾞ)」と入力
してください 

組合直接支給の 

場合はチェック 

山 崎 親 男 
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〔記載例１３〕－① 

別記様式第２号（システム用） 

 

 

退職報償金支払請求書 

 

地方公共団体コード 

（請求団体） 
：３１○○○○         請求年月日：  令和○年○月○日 

 

○○○第○○号 

鳥取県町村総合事務組合管理者 様 

 

○○町村長           

                              田 中 太 郎 印 

 

    別添個人別調書のとおり退職報償金の支払を請求します。 

 

市
町
村
長
又
は
消
防
機
関
の
長
の
証
明 

地方公共団体コード 

（調書証明団体） 
：３１○○○○       証明年月日：令和○○年○○月○○日 

 

 別添個人別調書の記載事項は、事実と相違ないことを証明します。 

 

        所 在 地    鳥取県○○町村○○１１ 

 

 市町村又は            
        名   称    〇〇町村 
 消防機関の 
        責任者氏名    町長     ○ ○ ○ ○  印 

 退職報償金の請求額合計：     3,828千円   （  12名分）  

 

 

 

 

 

 

 

 

〔注意事項〕 

 〔注意事項〕 

・「新退職報償金請求システム」により作成された CD－ROM又は電子メールを添付すること。 

基金受付印欄（当欄は記入しないで下さい。） 備考： 

（当欄は記入しないで下さい。）コード   公印  その他 

基金使用欄  受 付  □ □ □ 

       起案者  □ □ □ 

       確認者  □ □ □ 

システム 

組 合 用 

手書き又はゴム印 

押印 

手書き 
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〔記載例１３〕－② 

別記様式第２号（システム用） 

退職報償金支払請求書 

 

地方公共団体コード 

（請求団体） 
：３１８０８６          請求年月日： 

 

第     号 

消防団員等公務災害補償等共済基金理事長 様 

 

                     鳥取県町村総合事務組合 

管理者 宮 脇 正 道      印 

 

    別添個人別調書のとおり退職報償金の支払を請求します。 

 

市
町
村
長
又
は
消
防
機
関
の
長
の
証
明 

地方公共団体コード 

（調書証明団体） 
：３１○○○○      証明年月日：令和○○年○○月○○日 

 

 別添個人別調書の記載事項は、事実と相違ないことを証明します。 

 

        所 在 地    鳥取県○○町村○○１１ 

 

 町村又は            
        名   称    ○○町村 
 消防機関の 
        責任者氏名    町長     ○ ○ ○ ○  印 

 退職報償金の請求額合計：     3,828千円   （  12名分）  

 

 

 

 

 

 

 

 

〔注意事項〕 

 〔注意事項〕 

・「新退職報償金請求システム」により作成された CD－ROMを添付又は電子メールすること。 

 

基金受付印欄（当欄は記入しないで下さい。） 備考： 

（当欄は記入しないで下さい。）コード  公 印  その他 

基金使用欄  受 付  □ □ □ 

       起案者  □ □ □ 

       確認者  □ □ □ 

システム 

基 金 用 

組
合
記
入
欄
に
は
記
入
し
な
い 

押印 
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４ 個人別調書の作成について 

  次のことに注意のうえ作成してください。 

  （1）階級履歴の明細と消防団名簿とに相違がないか。 

（2）支払済み勤務期間の重複算入はないか。 

（3）区域外転出や療養のため勤務できなかった期間が勤務年数に算入されていないか。 

（4）準則外階級（独自階級）を設けている場合は、当該独自階級について準則階級へのあてはめ

方が適切か。 

   （5）死亡退職者の受給遺族が適切な者となっているか。（p.16参照） 

  （6）支給制限規定に該当していないか。（下記参照） 

 

 

（参考）鳥取県町村総合事務組合非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例 抜粋 

 

 

（退職報償金支給の制限） 

第７条 退職報償金は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては支給しない。 

 ⑴ 禁錮以上の刑に処せられた者 

 ⑵ 懲戒免職者又はこれに準ずる処分を受けて退職した者 

 ⑶ 停職処分を受けたことにより退職した者 

 ⑷ 勤務成績が特に不良であった者 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、退職報償金を支給することが不適当と認められる者 
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〔記載例１４〕 

別記様式第12号（システム用） 

個 人 別 調 書 
（通し頁：  1）  

所  属 鳥取県○○町村 

○○町村消防団              ○○分団 

氏  名 ﾄｯﾄﾘ ｲﾁﾛｳ                （鳥取 一郎      ）  

生年月日 昭和 47年 7月 20日 

任 免 及 び 勤 務 年 数 等 の 明 細 

全 期 間 （Ａ） 階  級 準則以外の階級 勤務年数 

平成 6年 4月 1日 ～ 平成13年3月31日 団員  7年 0月 

平成13年4月1日 ～ 平成14年3月31日 班長  1年 0月 

平成14年4月1日 ～ 平成21年3月31日 団員  7年 0月 

平成21年4月1日 ～ 令和 3年3月31日 部長  12年 0月 

      

     

     

     

勤務年数 計（Ａ） 27年 0月 

（Ａ）から除算する期間（Ｂ） 除 算 理 由 除算年数 

   

   

   

   

除算年数 計（Ｂ） 0年 0月 

差 引 （Ａ－Ｂ） 27年 0月 

請求 （Ｃ） 

 

請求基礎階級：部長      請求基礎勤務年数：27年 0月   請求額：564千円 

 

備考： 

 

（1枚中1枚目） 
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５ 支給基礎階級の決定について 

  支給の基礎となる階級は、退職した日にその者が属していた階級とする。 

ただし、その階級及びその階級より上位の階級に属していた期間が１年に満たないときは、その

階級（団員を除く。）の直近下位の階級とする。 

また、退職した日にその者が属していた階級より上位の階級に属していた期間が１年以上あると

きは、その上位の階級をもって決定する。（鳥取県町村総合事務組合非常勤消防団員に係る退職報償

金の支給に関する条例第３条） 

階級決定の要件となる“１年”の取扱いについては、階級期間が連続しているときは暦で、連続

していないときは各々の期間を合算した日数計算により 365日をもって算定する。 

〔例１〕 退職時の階級が最も上位で、かつ、その期間が１年以上あったときは退職時の階級とする。 

○ 支給基礎階級＝分団長 

   

                             

 

 

 

〔例２〕 階級履歴の中で最も上位の階級で退職したが、その期間が1年未満のときは、経験の有無に

かかわらず、その直近下位の階級とする。 

○ 支給基礎階級＝副分団長 

 

 

 

 

 

〔例３〕 退職時の階級よりも上位の階級に属した期間があるが、その期間が 1 年未満のときは、   

退職時の階級とする。 

○ 支給基礎階級＝団員 

 

 

 

 

 

入
団 

退
職 １年未満 

団 

員 

部 

長 

H 
25 
・ 
4 
・ 
1 

H 
17 
・ 
4 
・ 
1 

R 
2 
・ 
5 
・ 
1 

R 
3 
・ 
3 
・ 
31 

分 

団 

長 

入
団 

退
職 １年 

団 

員 

部 

長 

H 
25 
・ 
4 
・ 
1 

H 
17 
・ 
4 
・ 
1 

 

H 
2 
・ 
4 
・ 
1 

R 
3 
・ 
3 
・ 
31 

分 

団 

長 

入
団 

退
職 1年未満 

団 

員 

部 

長 

H 
25 
・ 
4 
・ 
1 

H 
17 
・ 
4 
・ 
1 

H 
26 
・ 
3 
・ 
1 

R 
3 
・ 
3 
・ 
31 

団 

員 
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〔例４〕 階級履歴の中で退職日の階級よりも上位の階級に属した期間があり、かつ、最も上位の階級

に属した期間が１年以上あったときは、最も上位の階級とする。 

○ 支給基礎階級＝分団長 

 

 

 

 

 

 

 

〔例５〕 退職時の階級期間と同等以上の階級期間を合算することにより1年（365日）以上となると

きは、退職時の階級とする。  

○ 支給基礎階級＝班長 

 

   

 

 

 

 

 

〔例６〕 最も上位の階級に属した期間が１年未満で、その他複数の上位階級があった場合は、最も上

位の階級期間から順次合算し、その期間が１年以上となったときに属していた階級とする。 

○ 支給基礎階級＝部長 

 

 

 

 

 

 

退
職 

団 

員 

班 

長 

部 

長 

分 
団 

長 

1年 入
団 

H 
17 
・ 
4 
・ 
1 

H 
29 
・ 
4 
・ 
1 

H 
25 
・ 
4 
・ 
1 

R 
3 
・ 
3 
・ 
31 

H 
30 
・ 
4 
・ 
1 

退
職 6か月 

団 

員 

班 

長 

部 

長 

分 

団 

長 

6か月 
入
団 

H 
17 
・ 
4 
・ 
1 

H 
29 
・ 
10 
・ 
1 

H 
29 
・ 
4 
・ 
1 

R 
3 
・ 
3 
・ 
31 

H 
30 
・ 
4 
・ 
1 

1年 

退
職 22日 

団 

員 

班 

長 

班 

長  

団 

員 

343日 入
団 

H 
17 
・ 
4 
・ 
1 

H 
26 
・ 
3 
・ 
10 

H 
25 
・ 
4 
・ 
1 

R 
3 
・ 
3 
・ 
31 

R 
3 
・ 
3 
・ 
10 
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○Ａ 2年 ○Ｂ 6年1か月 

○Ａ 4年 ○Ｂ10月 ○Ｃ 5年2か月 

○勤務年数＝○Ａ＋○Ｃ＝９年２か月 

○Ａ 6年 ○Ｂ 5年 

６ 支給基礎勤務年数の算定について 

 (1) 勤務期間の合算 

  勤務年数については、その者が消防団員として勤務していた期間を合算するものとする。 

ただし、既に退職報償金の支給を受けた場合、その基礎となった期間は合算できない。 

また、再び消防団員となった日の属する月から退職した日の属する月までの期間が１年に満たな 

い場合にも、その期間は合算できない。（鳥取県町村総合事務組合非常勤消防団員に係る退職報償金

の支給に関する条例第４条第１項） 

◎ 勤務期間の合算例 

〔例７〕 勤務期間が２以上ある場合は、その期間を合算する。 

  

                           ○勤務年数＝○Ａ＋○Ｂ＝８年１か月 

 

 

 

 〔例８〕既に退職報償金が支給されていた場合、その基礎とされた期間は合算できない。 

  

             ○勤務年数＝○Ｂ＝５年   

        退職報償金 

        支 給 済 

  

 

〔例９〕 再入団後１年未満で退職した場合、その期間は合算できない。 

       

 

 

 

 

 〔例１０〕 最初の入団した期間については、１年未満で退職した場合でもその期間は合算できる。 

       

○Ａ10か月     ○Ｂ 3年       ○Ｃ 6年 2か月 

 

○  

○勤務年数＝○Ａ＋○Ｂ＋○Ｃ＝１０年 

入
団 

退
職 

再
入
団 

退
職 

入
団 

退
職 

再
入
団 

退
職 

入
団 

退
職 

再
入
団 

退
職 

再
入
団 

退
職 

入
団 

退
職 

再
入
団 

退
職 

再
入
団 

退
職 
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H 
23 
・ 
4 
・ 
1 

H 
29 
・ 
4 
・ 
30 

R 
3 
・ 
4 
・ 
1 

H 
29 
・ 
4 
・ 
1 

H 
25 
・ 
4 
・ 
1 

R 
3 
・ 
4 
・ 
1 

(2) 勤務年数の計算 

勤務年数の計算は、消防団員となった日の属する月から退職した日の属する月までの月数による。

ただし、退職した日の属する月と再び消防団員となった日の属する月が同じ月である場合は、その

月は、後の就職に係る勤務年数には算入しない。（鳥取県町村総合事務組合非常勤消防団員に係る退

職報償金の支給に関する条例第４条第２項） 

 

 ◎ 勤務年数の計算例 

〔例１１〕 消防団員となった月から退職した月までの月数によって算定する。（１２月＝１年） 

  

                        ○勤務年数＝１０年１か月 

                           H２３年４月～R３年３月＝１０年 

                                   R３年４月＝１か月 

                                    （暦計算では１０年と１日） 

 

 

 

 

 

 

〔例１２〕 退職日と再入団日が同じ月の場合は、その月は後の勤務年数に算入しない。 

    

                        ○勤務年数＝○Ａ＋○Ｂ＝８年１か月 

                           H２５年４月～H２９年３月＝４年 

                                  H２９年４月＝１か月 

                           H２９年５月～R３年４月＝４年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入
団 

退
職 10年1か月 

入
団 

退
職 ○Ａ 4年1か月 

再
入
団 

退
職 ○B  4年 
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H 
25 
・ 
5 
・ 
9 

H 
25 
・ 
5 
・ 
10 

H 
25 
・ 
9 
・ 
20 

H 
25 
・ 
9 
・ 
19 

H 
27 
・ 
8 
・ 
16 

H 
27 
・ 
8 
・ 
15 

(3) 勤務年数からの除算 

 消防団員が一定期間勤務しなかったことが明白である場合には、その期間は勤務年数に算入し

ない。（鳥取県町村総合事務組合非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例第４条第３

項） 

〔例１３〕 居住地を離れて不在だったため、消防団員として活動できなかった期間は、勤務年数

に算入しない。 

○勤務年数＝○Ａ＋○Ｃ＝８年９か月 

 

 

 

 

 

 

 

       (注) 不在期間の開始と終了の月である平成 25年5月と 9月については除算しない。 

(ただし、開始日が初日の場合は、当該月は除算する。) 

 

〔例１４〕 居住地を離れ、消防団員として活動できないまま退職した消防団員の勤務年数の計算

は、実際に活動できた最終の日までで行う。 

 ○勤務年数＝１１年５か月 

  ※ 退職報償金算定上の退職年月日＝平成27年8月 15日（平成 27年度退職） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入 

団 

退 

職 ○B  3か月 

団 

員 

団 

員 

H 
23 
・ 
4 
・ 
1 

R 
3 
・ 
3 
・ 
31 

団 

員 

○Ｃ 7年7か月 ○Ａ 2年2か月 

居住地を離れる 居住地に戻る 

除算期間 

入
団 

退
職 除算期間 

団 

員 

H 
16 
・ 
4 
・ 
1 

R 
3 
・ 
3 
・ 
31 

居住地を離れる 
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７ 「退職所得の受給に関する申告書」の記入について 

（1）用紙の上部「退職手当等の支払者の」欄には、当組合の所在地、名称を記入してください。 

次に「あなたの」欄には、退職する消防団員の氏名、現住所、その年の１月１日現在の住所及

び押印をお願いします。 

 （2）太枠に囲まれた「Ａ」欄は全員記入してください。 

「①」には、退職した日を記入してください。 

「②」には、障害による退職であれば、「障害」に、その他の場合は「一般」のところに○をし

てください。生活扶助の有無にも○をしてください。 

「③」には、入団年月日、退職年月日、勤務年数を記入してください。勤務年数は暦年数で端

数月日は切り上げて記入してください。   

（例）14年１ヶ月→15年 

 （3）「Ｂ」欄以下は、当該退職報償金以外に退職手当等を受けた場合に記入してください。 

 

※ 死亡退職の場合は提出不要です。 
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〔記載例１５〕 

有

一般 生活 無

の 有・ 無 有

障害 扶助 無

有

無

有 有

無 無

有

無

有 有

無 無

有

無

一般

障害

一般

障害

一般

障害

退職所得の受給に関する申告書

退 職 所 得 申 告 書

　　　　　特定役員等勤続期間、年数及び収入金額等を所定の欄に記載してください。

27.06改正

（注意）１　この申告書は、退職手当等の支払を受ける際に支払者に提出してください。提出しない場合は、所得税及び復興特別所 (

規

格

Ａ

４

)

　　　　　得税の源泉徴収税額は、支払を受ける金額の20.42％に相当する金額となります。また、市町村民税及び都道府県民税につ

　　　　　いては、延滞金を徴収されることがあります。

　　　　２　Ｂの退職手当等がある人は、その退職手当等についての退職所得の源泉徴収票（特別徴収票）又はその写しをこの申告

　　　　　書に添付してください。

　　　　３　支払を受けた退職手当等の金額の計算の基礎となった勤続期間に特定役員等勤続期間が含まれる場合は、その旨並びに

・ ・ 　 ・Ｃ ・ ・

Ｂ

一般 ・

特定

役員
・ ・ 　 ・・

・ ・ ・

・

　 ・

退職
支 払 者 の 所 在 地

（住所）・名称（氏名）
払を受けること 徴収税額 市町村民税 都道府県民税 受　け　た の

となった年月日 （円） （円） （円） 年　月　日 区分

E

　　Ｂ又はＣの退職手当等がある場合には、このＥ欄にも記載してください。

区

分

退職手当等の支
収 入 金 額

（円）

源　　泉 特別徴収税額 支　払　を

年 月 日

年

至 年 月

月 日日 年 ㋩ うち 自

 　㋑と㋺の通算期間 至

　うち

　特定役員等勤続期間

自 年 月

年

日

年

月 日年 月 日

年
　期間（④）に通算された前の退職 　⑦と⑩の通算期間
　手当等についての勤続期間 至

年 月 日日 年 ⑪ 自

至

⑨　Ｂの退職手当等についての勤続自 年 月

年 月至 年 月 日日  　特定役員等勤続期間 至

月 日 年年 ㋺  うち 自 年

年 月年 月 日 　なる部分の期間

　うち

　特定役員等勤続期間

自 年 月 日

年

　期間（③）に通算された前の退職 　⑧又は⑨の勤続期間だけから

　手当等についての勤続期間 至

自 年 月月 日 年 ⑩　③又は⑤の勤続期間のうち、

日至

D

　　Ａ又はＢの退職手当等についての勤続期間のうちに、前に支払を受けた退職手当等についての勤続期間の全部又は一部が通算さ

　れている場合には、その通算された勤続期間等について、このＤ欄に記載してください。

⑧　Ａの退職手当等についての勤続自 年

年

　当等についての勤続期間 　期間との重複勤続期間 至 年 月

年 月

日

日

月 日

日
月 日

㋑　うち特定役員等勤続 自

年 月 日

⑦　③又は⑤の勤続期間のうち、自

日

　して支給される一時金の支払を受 　期間 至

年 月

C

　　あなたが前年以前４年内(その年に確定拠出年金法に基づく老齢給付金として支給される一時金の支払を受ける場合には、14年内)

　に退職手当等の支払を受けたことがある場合には、このＣ欄に記載してください。

⑥　前年以前４年内（その年に確定

自 年

 うち

B

　　あなたが本年中に他にも退職手当等の支払を受けたことがある場合には、このＢ欄に記載してください。　

　ける場合には、14年内）の退職手
至 年

年
　拠出年金法に基づく老齢給付金と 　⑥の勤続期間と重複している

日

年 月

日 年

日

月 日

うち特定役員等勤続期間
自 年 月 年

至 年 月 日  重複勤続期間

年 月

日
 うち 自

自

至

月 日

　職手当等についての勤続期間
至 年 月

月 日

月 日 年

 特定役員等勤続期間 至 年

月 日 年
④　本年中に支払を受けた他の退 　③と④の通算勤続期間 至 年

⑤ 自 年

年

自 年

月 日 年

 重複勤続期間 至 年

年

②

退職の区分等

 特定役員等勤続期間 至 年 月

年 月 日

日

・  うち 自

年 3 月 31
3 月 31 日

 うち 自

日
    受ける退職手当等について

年

月 日

月 1 日

8
年

A

　　このＡ欄には、全ての人が、記載してください。(あなたが、前に退職手当等の支払を受けたことがない場合には、下のＢ以下の

　各欄には記載する必要がありません。)

 ③　この申告書の提出先から 自 H25 年 4

　となった年月日  　の勤続期間 至 R3 年

①　退職手当等の支払を受けること
R3

5 0 0 0 0 2 0 3

法 人 番 号

（個人番号）

　※提出を受けた退職手当の支払者が記載してください。 その年１月１

日現在の住所
 同上

1 8 0 8 6

0 2 0 0 0 3 0 0 0

退

職

手

当

の

支

払

者

の

所　在　地

（ 住 所 ）

〒 680－8570

あ

な

た

の

現 住 所
〒 680-0011

　鳥取市東町1丁目271
鳥取市東町１丁目271

氏　　名 鳥　取　太　郎 ㊞
名　　　称

（ 氏 名 ）
　鳥取県町村総合事務組合 個人番号

1 0 0

税務署長 R3 年分

年 月 日

市町村長 殿
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８ 退職報償金口座振込依頼書について 

支払請求された退職報償金は、「退職報償金振込指図書（様式第１号（第３条関係））」により組合

から退団者の口座に直接送金することとなります。 
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９ 町村への送金を希望する場合 

支払請求された退職報償金を組合から退団者の口座への直接送金ではなく、町村への一括送金を

希望する町村は組合に連絡ください。 

 

１０ 請求基礎階級にない階級の請求について 

   請求基礎階級にない階級（本部長、指導部長等）での退職報償金の請求については、請求基礎

階級にある階級でその階級と同等であると証明できるものの提出をお願いします。 

(1) 条例及び規則等の写し（年報酬等の表） 

(2) (1)が無ければ退職年度における年報酬の支払明細書等 

その他の場合は組合に相談してください。 

 

１１ 死亡退職の場合の請求について 

   在職中の消防団員が死亡退職した場合、退職報償金を受けることができる消防団員の遺族の 

範囲は次のとおり。（鳥取県町村総合事務組合非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条

例第５条） 

⑴ 配偶者（婚姻の届出をしないが、非常勤消防団員の死亡当時事実上婚姻関係と同様の

事情にあった者を含む。） 

⑵ 子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で非常勤消防団員の死亡当時主としてその収入に

よって生計を維持していた者 

⑶ 前号に該当しない子及び父母 

※1 退職報償金を受ける遺族の順位は、上述の順位とする。父母については、養父母を先にし、

実父母を後にする。 

※2 同順位の者が二人以上ある場合は、その人数で等分して支給する。 

  

【添付書類】 

・ 消防団員の死亡と、受給権者との続柄の確認ができる資料 …「戸籍謄本」(原本) 

・ 同順位の受給権者が二人以上ある場合 …「総代者選任届」（p.16参照） 

  退職所得の受給に関する申告書は必要ありません。 
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（参 考）死亡退職で同順位の受給権者が二人以上ある場合 

 

 

 

総 代 者 選 任 届 

 

          元団員との続柄  父 

                総代者氏名   田 中 太 郎 

 

○○町村 消防団員 田中一郎 の死亡による退職報償金の受給に当たり、上記の 

者を総代者として選任したので、届けます。 

 

 

鳥取県町村総合事務組合管理者  殿 

 

 

令和○○年○○月○○日 

 

 

遺族の同順位者 

元団員との続柄  父 

住 所 鳥取県○○町村○○２－２－１ 

氏 名 田 中 太 郎  ㊞ 

 

元団員との続柄  母 

住 所 鳥取県○○町村○○２－２－１ 

氏 名 田 中 花 代  ㊞ 
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１２ 再入団した消防団員の退職報償金の請求について 

   ５年以上勤務して一度退団し、その後再入団した団員は、一度退団した時にその時の退職報償

金が支払われている可能性があります。重複して算入しないようご注意ください。 

 

１３ 違う市町村への消防団員の転出について 

   退職報償金は、消防団員であったすべての期間が請求時の勤務年数の対象となります。従って、

どこの市町村の消防団に属していてもその期間は合算できます。そこで、どこで何年勤務してき

たか分かるように、転出時に市町村間で団員名簿の写し等により当該消防団員の前歴及び退職報

償金の支払の有無の確認をお願いします。 

ただし、県外の消防団へ転出の場合は、この限りではないので、組合へ問い合わせてください。 

 

 

 

〔参 考〕 年度別退職報償金支給額 

                              （単位：千円） 

  勤務年数 

階級 

５年以上 

１０年未満 

１０年以上 

１５年未満 

１５年以上 

２０年未満 

２０年以上 

２５年未満 

２５年以上 

３０年未満 
３０年以上 

団 長 ２３９ ３４４ ４５９ ５９４ ７７９ ９７９ 

副 団 長 ２２９ ３２９ ４２９ ５３４ ７０９ ９０９ 

分 団 長 ２１９ ３１８ ４１３ ５１３ ６５９ ８４９ 

副 分 団 長 ２１４ ３０３ ３８８ ４７８ ６２４ ８０９ 

部長・班長 ２０４ ２８３ ３５８ ４３８ ５６４ ７３４ 

団 員 ２００ ２６４ ３３４ ４０９ ５１９ ６８９ 

（平成26年 4月 1日以降に退職した消防団員に適用） 


